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復旧した津波被災水田の畑利用時における土壌塩分の変動
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1. はじめに

東日本大震災で被災した宮城県内の約 14,000 ha の農
地では復旧作業が進み，2014 年 8 月には 10,447 ha が
営農可能となった（阿蘇ら, 2014）．除塩作業は農地復旧
の最終段階に行われ，復旧後は主に水稲の作付けが再開

される．除塩直後の水稲作の場合，かんがい期間中の湛

水に伴う下方浸透によって除塩が進むため，塩害が再発

する心配はほとんどない．しかし，除塩直後の水田を畑

に転換する場合には，下層に残留した塩分が作土層に上

昇することがあるため，塩害が生じる危険性がある．実

際に復旧後の水田のダイズ栽培時において塩害が発生し

た報告（星 · 遊佐, 2012）もあり，津波で被災した水田
は，復旧後の汎用利用が困難になることがある．宮城県

におけるダイズの作付け面積は，震災前の 2010 年度に
約 10,000 ha に達しており，そのほとんどが水田転換畑
で作付けされていた．被災した宮城県沿岸の平野部では

水田の汎用化が進み，ダイズの作付けが積極的に行われ

ていた地域であった．しかし，このような津波被災水田

の復旧後における畑転換時の問題点や作物への影響とそ

の対策についての情報は少ない．今後，農地の復旧作業

および新たな農地整備（吉田ら, 2014）が完了すれば，こ
れまで以上に水田の汎用利用が求められる．また宮城県

の沿岸部には元々海抜 0 m以下の農地が存在し，これま
でも塩害が問題とされてきた．震災に伴う地盤沈下によ

り海抜 0 mの面積は 3.4倍（雫石ら, 2012）に増加した．
沿岸部の農業を再興するためには，このような地域の水

田の汎用利用を可能とする塩害対策も行っていかねばな

らない．

そこで津波被災水田の畑利用時の問題点と対策を明ら

かにするため，除塩作業直後のダイズ転換畑において，

圃場内の塩分の動態を電磁探査法により把握し，ダイズ
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生育への影響について検討した．特に除塩作業直後では

ダイズが枯死するなどの影響が見られたため，除塩促進

と湿害回避のために暗渠を施工し，その後の塩分動態と

ダイズ生育への影響について検討した．

2. 方法

2.1調査圃場
宮城県亘理郡山元町内の 3 筆の水田（N37◦57’35”，

E140◦53’25”）において調査を行った．調査水田は海岸
から約 2 kmに位置し，震災時に海水が浸水した．Fig. 1
に示すように調査した圃場 A，圃場 B および圃場 C は

Fig. 1 調査圃場．
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Table 1 調査圃場の利用状況．

時期 圃場状況 調査内容

2011年 3月 11日 津波浸水

休耕

2013年 3月 除塩作業

5月 21日 EC調査
6月 12日 大豆播種

8月 12日 EC調査
11月 7日 暗渠施工 EC調査

2014年 1月 23日 EC調査
5月 9日 除塩作業 EC調査
6月 20日 大豆播種

9月 24日 EC調査

農道を挟んで隣接しており，長辺が 100 m，短辺が 50 m
または 30 m である．土壌は泥炭土であり，圃場整備の
際に田面に客土されている．また圃場には 5 m間隔で暗
渠が整備されている．

震災以降の圃場の利用状況と調査時期を Table 1 に示
した．本地区では震災後 2 年間休耕し，2013 年の 3 月
に農地復旧事業での除塩作業が行われた．除塩作業後は

多くの水田で水稲が作付けされたが，圃場 A，圃場 B，
および圃場 Cではダイズを栽培した．しかし圃場 A，圃
場 Bでのダイズの生育が正常ではなかったため，ダイズ
栽培終了後の 2013 年 11 月に，圃場 A，圃場 B におい
て暗渠を施工した．暗渠施工後の 2014年 5月に圃場 A，
圃場 Bにおいて水田に入水し，暗渠を利用した除塩作業
を行った．その後再びダイズを栽培した．

2.2暗渠の施工
すべての調査圃場には暗渠が備わっていたが，水田の

湛水時に暗渠からの排水がほとんど確認されず，暗渠排

水機能が著しく低下していた．また暗渠の吸水管周辺に

疎水材や吸水管に達する水みちが確認できなかった．そ

のため圃場 A，圃場 Bにおいて，湿害回避と縦浸透によ
る除塩を促進させるため新たな暗渠を施工した．暗渠の

施工には農業用トラクタで簡易に施工できる浅層暗渠施

工器（冠ら, 2014）を使用した．暗渠の配置は圃場中央部
に 1 本とし，吸水管には内径 50 mm のポリエチレンコ
ルゲート管を使用した．吸水管の布設深度を管頂で 0.5
mとし，疎水材にはもみ殻を使用した．暗渠の施工後に
暗渠に直行して弾丸暗渠を深度約 0.4 m，間隔 3 mで施
工した．

2.3調査内容
2.3.1土壌の電気伝導度の測定
土壌中の塩分量を判断する指標を，除塩作業時に利用

されている土壌の電気伝導度（EC）とした．土壌の EC
は乾土 1に対して蒸留水 5を加えた懸濁液の ECを計測
する 1 : 5 水抽出法により測定した（以下, EC1 : 5）．土
壌の採取については，圃場内の鉛直方向の EC分布とそ
の変化を確認するために，内径 30 mm のオーガを用い
て地表から 0.7 mまで 0.1 m毎に土壌を採取した．採取

した土壌を炉乾燥し含水比を測定した後，EC1 : 5をポー
タブル電気伝導率計（東亜 DKK, CM-31P）により計測
した．土壌は各調査圃場において圃場中央部の東側と西

側の 2 地点を選定して採取した．土壌の採取は Table 1
に示した時期とし，ダイズの播種前，ダイズの生育時期

および暗渠施工時と施工後の合計 6回行った．
EC1 : 5 は圃場内の点的な情報となるが，圃場全体の
塩分分布を把握するため，電磁探査法により見かけの電

気伝導度（ECa）を測定した．電磁探査装置として EM-
38MK2（Geonics）を使用した．本装置では測定時にお
ける本体の設置方向（鉛直または水平方向）と，内蔵さ

れている計測コイル間隔（0.5 m と 1 m）の選択により
探査深度の目安が 0.38 m，0.75 m，1.5 mの 3種類とな
る．今回は心土層からの塩分移動や暗渠の深さを考慮し

て，探査深度が 0.75 m となるように，本体を水平方向
に設定し，コイル間隔 1 mで測定されたデータを使用し
た．ECaの測定は本体を地表からおよそ 10 cmの高さに
所持し歩行しながら行った．圃場外周および圃場内を長

辺方向に約 10 m 間隔で歩行して測定した．また歩行し
ながら GPSを用いて地理座標値を同時に取得した．

ECaと EC1 : 5の関係を把握するため，土壌のサンプ
リング地点で電磁探査装置を 30 秒間静置して ECa を
測定した．調査は EC1 : 5の調査時期と同じく合計 6回
行った．

2.3.2暗渠排水量と排水の ECの測定
施工した暗渠の排水効果を確認するために，圃場

A において暗渠排水量を電磁流量計（愛知時計電気,
SA65GSM）により 1時間毎にデータロガーに記録した．
暗渠の集水範囲が弾丸暗渠の施工により圃場全体と想定

されるため，暗渠排水量は圃場面積（5000 m2）で除し

て mm で表した．暗渠からの塩分の流出を確認するた
め，暗渠排水の ECを測定した．電磁流量計の排出口内
に ECセンサー（Decagon Devices, 5TE）を設置し，デー
タロガーを用いて 1時間毎の ECを記録した．排水の成
分は海水とほぼ等しいと仮定し，これらの EC値から，兼
子ら（2002）による希釈した海水の ECと塩素イオン濃
度の関係式（塩素イオン濃度（ppm）= 270.86×EC（dS
m−1））を用いて，塩素イオン濃度を算出した．求めた塩

素イオン濃度と暗渠排水量の関係から塩素イオン排出量

を算出した．

3. 結果および考察

3.1 ECの変化
3.1.1 EC1:5の鉛直分布
Fig. 2 に各調査地点における EC1 : 5 の鉛直分布の推
移を示した．EC1 : 5 は各調査地点とも 2013 年 5 月 21
日または 2013年 8月 12日に最大値を示し，その後減少
した．各調査地点において最も高い値を示す深さは，時

期により異なっていたが，0.3 m 以深の心土層内にみら
れた．EC1 : 5の圃場毎の違いについては，圃場 A，圃場
Bの EC1 : 5が圃場 Cより高い傾向にあった．特にダイ
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Fig. 2 EC1 : 5 の鉛直分布．
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Fig. 3 ECa の推移．

ズの出芽や初期生育に影響する作土層（0.2 m 以浅）の
EC1 : 5 は 2013 年 5 月 21 日において，圃場 A で 40 ∼
130 mS m−1，圃場 Bで 40 ∼ 170 mS m−1 であり，畑地

における除塩作業の目標値である 30 mS m−1（星 ·遊佐,
2012）より高く，圃場 Cでは 12 ∼ 17 mS m−1 であり 30
mS m−1 以下であった．

3.1.2 ECaの変化
Fig. 3に各調査時期の ECaを示した．ECaは 2013年

8月 12日が最も高く，その後減少する傾向にあり，この
変化は EC1 : 5 の変化とほぼ同様の傾向であった．相対
的な ECaの分布には期間を通じて変化がほとんどなく，
圃場 Aおよび圃場 Bでは圃場の東側，圃場 Cでは圃場
の北西部が高い傾向にあった．しかし各圃場の平均的な

ECaは一様に低下していることが確認された．
各圃場の ECaの平均値は，調査期間を通じて圃場 Bが
圃場 A，圃場 Cよりも 10 mS m−1 前後高かった．2013

年 5月 21日の作土層（0 ∼ 0.2 m）における EC1 : 5は圃
場 Aより圃場 Cが低かったが（Fig. 2），両圃場の ECa
の平均値は調査期間を通じて大きな違いが見られなかっ

た．ECa は作土層のみならず下層土を含めた土層全体
の影響を受けるため，下層土の状態を反映した結果，圃

場 Aと圃場 Cの ECaが比較的近い値を示したと考えら
れる．

3.1.3 ECaと EC1:5の関係
深さ 0 ∼ 0.7 m の EC1 : 5 の平均値と ECa の関係を

Fig. 4 に示した．ECa の増加に伴い EC1 : 5 が直線的
に増加し，ECa と EC1 : 5 には有意な正の相関関係が
認められた．今回の条件では ECa を用いて圃場全体の
EC1 : 5が推定可能であり，0.7 mまでの情報を平均した
水田の面的な塩分量の評価が可能と考える．ただし ECa
は土壌の体積含水率の影響を受ける．久米ら（2003）は
EM-38による測定において均質な土壌条件で圃場容水量
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Fig. 4 深さ 0 ∼ 0.7 mの EC1 : 5の平均値と ECaの関係．

Fig. 5 暗渠排水量，暗渠排水の EC，塩素イオン
排出量の推移．

以上の水分状態であれば ECaと EC1 : 5が線形関係にあ
ることを示している．また宮本ら（2012）は，津波で被
災した砂質畑における誘電式土壌水分センサーを用いた

調査において，土壌が飽和しているときの ECと EC1 : 5
の間に高い相関が見られることを示している．今回の調

査では体積含水率の測定は行っていないが，各水田の地

下水位が地表下 30 cm以浅となる時期が多いなど比較的
高かったこと（平ら, 2014），また泥炭層の含水比が測定
期間を通じて高かったことなどから，土層全体として圃

場容水量以上の高い水分状態であったと推察される．そ

のため測定時期によらず一つの直線で近似できる条件に

あったと考えられる．

3.2暗渠排水量および排水の EC
Fig. 5に暗渠施工後の最初の降雨イベント前後の暗渠
排水量と排水の EC値および塩素イオン排出量を示した．
降雨開始後，水田土層を通過した余剰水が暗渠に集まり，

暗渠排水量が徐々に増加するとともに，排水の ECが上
昇した．塩素イオン排出量は時間当たり最大で 2 kg h−1

を示し，この降雨による 12月 19日から 12月 25日まで
の総塩素イオン排出量は約 50 kg，面積当たりで 0.01 kg
m−2 に達した．Table 2に 2014年のダイズ播種後の降雨
毎の総降水量と総暗渠排水量，塩素イオン排出量および

塩素イオン排出量を総降水量で除した塩素イオン排出率

を示した．降雨毎に排出される塩素イオン量は減少する

傾向にあった．塩素イオン排出率も降雨毎に低下する傾

向にあり，降雨毎に圃場内に残留する塩素イオンが減少

し，暗渠の効果により除塩が進んだとみられる．

3.3ダイズの生育状況
2013 年のダイズ生育については，Fig. 6（a）に示し
たように圃場 A，圃場 Bにおいて出芽直後に枯死するな
ど，出芽期から生育が著しく不良となった．圃場 A，圃
場 B では成熟期までにほとんどが枯死し収穫に至らな
かった．圃場 Cでは生育量は少なかったが，成熟するま
でに至った．2014 年は暗渠を施工した圃場 A，圃場 B
で生育障害は確認されず，順調に生育した（Fig. 6（b））．
暗渠を施工しない圃場 Cでは生育障害は確認されなかっ
たが，畦間が茎葉で覆われていないなど，生育量は圃場

A，圃場 Bにやや劣った．生育状況の目視による評価と
して良，やや良，不良と 3 段階で評価すると，圃場 A，
圃場 B，圃場 Cはそれぞれ 2013年が不良，不良，やや
良，2014年が，良，良，やや良と判定された．

3.4 ECの変化とダイズ栽培への影響
2013 年のダイズの生育状況は圃場 A，圃場 C におい
てそれぞれ不良，やや良と異なった．理由として作土層

の EC1 : 5は Fig. 2に示されたように圃場 Aで 40 ∼ 130
mS m−1 と高かったためと考える．震災後に宮城県古川

Table 2 各時期における降水量，暗渠排水量，暗渠排水の EC，
塩素イオン排出量および塩素イオン排出率．

降水時期

総降水 総暗渠 塩素イオン 塩素イオン

量 (A) 排水量 排出量 (B) 排出率

mm mm kg （B/A)

2013/12/25 70.0 25.4 50.3 0.72
2014/ 6/13 128.0 27.6 58.3 0.46
2014/ 7/ 1 77.0 11.6 17.4 0.23
2014/ 7/11 35.5 6.1 6.7 0.19
2014/ 7/21 45.0 6.5 5.5 0.12
2014/ 8/ 9 15.0 1.1 1.8 0.12
2014/ 8/11 21.5 7.3 8.2 0.38
2014/ 8/13 6.5 0.7 0.9 0.14
2014/ 8/29 38.5 4.2 4.1 0.11
2014/10/ 8 94.0 18.4 10.0 0.11
2014/10/16 136.5 10.5 5.7 0.04
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Fig. 6 ダイズの生育状況．

農業試験場（2012）が行ったダイズの耐塩性を調査した
試験では，土壌の ECが 34 mS m−1 であれば無処理と同

等の出芽率を示すが，土壌の ECが 52 mS m−1 で出芽率

が 93 %，88 mS m−1 で 40 %と大きく低下することが確
認されている．この結果と同様に今回，作土層の EC1 : 5
が 40 mS m−1 以上であったことが，ダイズの生育に影響

したと考える．津波被災水田の畑利用時には，除塩後で

あっても播種直前の作土層の ECを確認することが不可
欠である．

除塩作業では EC1 : 5が 60 mS m−1 以下となったこと

を確認して完了となる．2013 年 5 月に圃場 A，圃場 B
で作土層の EC1 : 5が 60 mS m−1 以上の地点がみられた

のは，圃場の排水機能が低かったために下層に塩分が残

留し，乾燥によりそれが作土層に上昇したためと考えら

れる．圃場 Cは圃場 A，圃場 Bに比べ排水機能が比較的
良好であったため，除塩作業後も自然の降雨により徐々

に作土層の除塩が進み，ダイズへの影響が小さく，湿害

の影響も軽微であったと考えられる．一方，地下排水機

能が低下していた圃場 A，圃場 Bでは，ECが高かった
ことに加えて，湿害の影響も加わったため圃場 Cに比べ
生育が劣ったと考えられる．圃場の排水機能の違いが，

作土層の ECの高低に影響し，ダイズの生育に影響した
とみられる．

Fig. 3の ECaは 2013年 5月から 8月にすべての圃場
で上昇した．これは電磁探査法での ECa の測定領域を
考えると，水田一筆全体で少なくとも地表から深さ 0.7
mの範囲内に塩分が流入したことを示している．この塩
分の流入元を把握するために，EC1 : 5の動態をみると，
Fig. 2の EC1 : 5は同時期の 2013年 5月から 8月に多く
の地点において 0.3 m 以深で上昇傾向にあった．0.3 m
以浅の EC1 : 5は圃場 Aと Bで減少傾向にあり，EC1 : 5
が低かった圃場 Cでは大きな変化はなかった．よってこ
の期間では塩分が心土層から作土層には移動していない

ことから，水田内への塩分の流入は心土層で生じている

と考えられる．塩分の流入元としては，深度 0.7 m以深
の土層，または周囲の水田が考えられる．前者について

は，心土層から作土層への鉛直方向の塩分移動が生じて

いないことから，この流入は限定されるとみられる．一

般的に水田に囲まれた転換畑では水田からの入水による

湿害が問題になる場合がある．今回もそのような状況と

同様であり，加えて除塩直後の水田であるため，調査水

田と同様に下層には多くの塩分が残留している可能性が
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あり，これら隣接する水田から塩分が流入したと考えら

れる．水田位置と調査圃場の位置関係からみると，特に

水稲作と隣接している圃場 A西側，圃場 C西側では 0.3
m 以深の EC1 : 5 が増加しており，圃場 B の東側は深
度 0.3 ∼ 0.5 m において EC1 : 5 が増加した（Fig. 2）．
よって，隣接する水田に残留していた塩分が下層から流

入したことが，この時期に ECaと EC1 : 5が増加した一
要因と考えられる．除塩作業後には隣接する水田からの

流入を防ぐことも重要であり，津波被災水田の畑利用時

には暗渠の新設や補助暗渠の施工などにより圃場の排水

機能を高めることが湿害回避と塩分排除のために必要と

なる．

暗渠施工後である 2013 年 11 月以降については ECa
が減少傾向にあり（Fig. 3），2014年のダイズ播種前には
2013年の ECaの水準より低くなった．作土層の EC1 : 5
も圃場 Bの一部を除き 30 mS m−1 以下となり（Fig. 2），
ダイズ生育に影響しない水準にまで低下した．その結

果，圃場 A，圃場 B ではダイズの生育障害が見られず，
順調に生育した．しかし圃場 Cでは暗渠を施工していな
いため，排水機能が圃場 A，圃場 B よりも劣ったため，
生育が若干低下したとみられる．

4. おわりに

津波被災水田の畑利用時の問題点と対策を明らかにす

るため，除塩促進のために暗渠を施工し，その前後の土

壌の塩分動態を電磁探査法により調査した．電磁探査法

により測定した ECa と深さ 0 ∼ 0.7 m の EC1 : 5 の平
均値との間に相関関係がみられ，ECaにより EC1 : 5の
推定が可能であり，圃場一筆全体の作土層と心土層を含

めた ECa の変化を示すことが可能であった．また暗渠
の新設により塩分が圃場外に排除されていることが確認

され，除塩後の転換畑における地下排水の強化が畑作物

栽培に有効であることが明らかになった．2013 年にお
けるダイズの生育不良の要因としては，作土層の EC値
が基準値より高かったこと，圃場の地下排水機能が低下

していることから，湿害が生じる条件であり，かつ降雨

による除塩が進まなかったことが大きく影響したと考え

られた．除塩作業後に水田を畑地として利用する場合に

は，播種直前に作土層の ECを再確認すること，および

暗渠の新設等により地下排水機能を強化し，降雨による

除塩を促進することが必要である．
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要 旨

津波被災水田の畑利用時の問題点とその対策を明らかにするため，除塩促進のための暗渠を施工し，そ

の前後の土壌の塩分動態を電磁探査法により調査した．電磁探査法により測定した見かけの電気伝導度

（ECa）と除塩作業の指標に用いられる固液比 1 : 5水抽出法で測定された EC1 : 5との間に相関関係が
みられ，ECaにより EC1 : 5の評価ができることが示唆された．暗渠の新設により塩分が圃場外に排除
されていることが確認され，除塩後の転換畑における地下排水の強化が畑作物の栽培に有効であること

が明らかになった．除塩作業後に水田を畑として利用する場合には，播種直前に作土層の ECを再確認
すること，暗渠の新設等により地下排水機能を強化し降雨による除塩を促進することが必要である．

キーワード：津波被災水田，除塩，電気伝導度，暗渠，電磁探査法


